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要点

 � 不安定なビジネス環境の長期化
が予想される中にあっても、多く
のCEOが混乱を乗り切る自らの
対応力に自信を示している。

 � 地政学的圧力への対応策として、
多くのCEOが、ローカライゼー
ション（現地化）を重要な戦略と位
置付けている。

 � M&A市場が依然として活況を呈
する中、スキルや技術獲得の手段
として、戦略的提携やジョイントベ
ンチャー（JV）を通じた協業が、
ディールの新たな選択肢として注
目されている。

変動の激しい時代が続く中、世界のCEOの大
半（57%）が、現在の地政学的・経済的な不確
実性は少なくとも今後1年以上続くと予想して
います。この厳しい見通しは、今こそ回復力、ア
ジリティ（機動力）、そして長期的戦略を見直す
べき重要な局面であることを示唆しています。

エグゼクティブサマリー

こうした状況に対し、果敢なCEOは、目をそらすことなく、むしろ攻めの姿勢で臨ん
でいます。実際、過半数（52%）のCEOが、自社の事業ポートフォリオ変革の加速に
向けて投資を行っています。

また、世界経済の分断化が進む現状を踏まえ、多くのCEOがオペレーティングモデ
ルを見直し、顧客・地域社会・人材により近い場所で、現地市場および地域市場に根
差したケイパビリティの構築を進めています。このような取り組みにより、企業は、国
ごとの規制や市場の変化にも迅速に対応できるようになります。

EY-Parthenonが2025年8月 に 実 施 し た 最 新 の「EY-Parthenon CEO 
Outlook調査」（以下、本調査）で、変革の取り組みにおいて際立つCEOの存在が
浮き彫りになりました。彼らは、全体の15%を占めています。このグループのCEO
は、現地化計画を予定より早く完了させているだけでなく、変革への投資を拡大し、
先を見据えた戦略を支える資金も自ら生み出しています。

Contents

先行き不透明な 
世界経済情勢において 
好機を見いだすCEO
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変革を伴う成長を目指す
CEOの間で、 

M&Aが活発化
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100%
45%

ポートフォリオ変革を加速する
ために投資を拡大する

88%
54%

収益成長またはマージンの改善
を通じて変革資金を調達する

57%
46%

M&Aを計画している

47%
29%

事業売却を計画している

変革に積極的なCEO

その他のCEO

ポートフォリオ変革戦略に対するCEOの方針・アプローチ

自信を持って積極的に変革に取り組むCEOは、他のCEOと比
べ、技術や知的財産を目的とした企業買収を行う可能性がほぼ2
倍高い傾向があります。

変革に自信を持って積極的に取り組む世界のCEOは、ローカラ
イゼーション（現地化）やリージョナライゼーション（地域化）に向
けた戦略の一環として、研究開発（R&D）を進めており、特に米
国と西ヨーロッパの市場に力を入れています。一方で、中華圏、
北東アジア、カナダ、メキシコでは事業規模を縮小する動きが見
られます。

ここで、次の問いが生まれます。自信とは、将来に対して前向きな見
通しを持つことで自然と湧いてくるものなのでしょうか。それとも、
終わりの見えない不確実性や変動の中にあっても、積極的かつ果断
に行動することによって前向きな気持ちが生まれ、それが自信へと
つながっていくのでしょうか。

後者こそが、次世代のリーダーシップの姿です。不確実性や変動を、
戦略的な強みに変えていくことが、今のリーダーに求められていま
す。自信を持って未来を形づくるCEOは、安定を待つことなく行動
しています。彼らは、常に新たな可能性を見据えながら、成長・回復
力・変革の枠組みをリアルタイムで再定義しています。

56%
18%

過去12カ月

71%
34%

今後12カ月

38%
30%

人件費の高騰と 
人材確保の制約

37%
25%

マクロ経済および 
市場の不確実性

34%
27%

サプライチェーンの脆弱性
および物流上の制約

変革に積極的なCEO

その他のCEO

過去12カ月に2桁の収益成長を達成し、今後12カ月においても 
同様の成長を見込むCEOの割合

財務目標を達成する上での主な課題

今回のCEOに関する調査・分析で、変革に積極的なCEOの存在が明らかになりま
した。彼らは、全体の15%を占めています。

変革に積極的なCEOは、今後12カ月の世界全体・業界・自社の見通しについて、他のCEOに比べ、 
「非常に楽観的」である可能性が1.5～2倍高い傾向があります。

地政学的な動向に対応するための現地化・地域化戦略の進捗状況

変革に積極的なCEO

その他のCEO

62%
34%

現地化を実施済み

58%
15%

地域化を実施済み
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1先行き不透明な世界経済情勢において好機を見いだすCEO
CEOが事業ポートフォリオを再構築し、短期・長期の業績目標の 
両立を図る中で、「変革」は持続的な経営戦略となりつつあります。

貿易・関税摩擦や地政学的な不透明感が続く中にあっても、多くの
CEOが世界全体、地域、業界の経済見通しに対して、これまで以上に
強い自信を示しています。EY-Parthenonの今回のCEO調査では、
CEOコンフィデンス指標は83となり、2025年5月期の76.5から
上昇しました。楽観的な見方が高まっている背景には、自社の収益や
利益率への自信の高まりに加え、企業がグローバルな課題に柔軟に
対応してきたことへの確かな手応えがあります。

さらに、金融市場の強靭さや資本調達環境の継続的安定も、CEOの
自信を下支えしていると考えられます。このような環境の下では、イ
ノベーションや人材育成、戦略的成長への継続的な投資が促進され
ます。実際、人工知能（AI）やテクノロジー株が好調に推移している
ことを受け、株式市場は過去最高値を更新しており、金利はコロナ禍
前と比べて依然高水準にあるものの、市場の流動性は引き続き高く、
信用収縮の兆候も見られません。国際通貨基金（IMF）も、直近の経
済見通しで世界全体の成長予測を上方修正しています1。もっとも、
だからと言って経済上の課題がないわけではありません。例えば、
CEOの79%が今後1年間で予想される運営上の重要課題としてイ
ンフレを挙げています。それでも、直近の決算発表シーズンでは、「リ
セッション（景気後退）」という言葉の登場回数が大幅に減少しました。

こうした自信の高まりは、CEOが根強い政策不確実性や市場の変動
に徐々に適応し始めていることを示しています。不確実性自体は新し
いものではなく、貿易摩擦や政治的変動はこれまでも世界経済の常
でした。しかし、変化のスピードが加速する中で、それに伴う不透明感
は、これまで以上に強まっています。

以下の各領域における、今後12カ月間の貴社の見通しに 
どれくらい自信がありますか。 

CEOコンフィデンス指標は、EY-Parthenon CEO Outlook調査の一環で収集した
データを基に、マクロ経済環境や企業業績の見通しに対するCEOの意識を定量化し
たものです。調査に参加したCEOは、15の項目に対する見通しを、「非常に悲観的」
（0）から「非常に楽観的」（100）までの5段階で評価しました。これらの回答は、「セ
クターの成長」「物価とインフレ」「企業の成長」「人材」「投資とテクノロジー」という
5つのテーマグループに分類されました。指標の値が高いほど、経済や自社ビジネス
の見通しに対して楽観的な見方が強くなります。指標100は、極めて楽観的であり、
50は中立的、0は極めて悲観的であるということを示しています。

Q

地政学的・経済的不確実性が高い状況は、 
どのくらいの期間続くと思いますか？ 
回答者は、複数の選択肢から1つだけを選択して回答。

Q

39% 17% 7%33%
4%

6カ月 
未満

6カ月以上 
1年未満

1年以上 
3年未満

3年以上 
5年未満 5年超

企業の成長

価格とインフレ

セクターの 
経済成長

総合的な信頼感
（5項目平均）

人材

投資と 
テクノロジー

2024年9月 2025年1月 2025年5月 2025年9月

70.0

69.5

78.0

77.5

76.5

76.5

76.5

86.076.0

83.5

73.5

74.0

73.5

73.5

82.5

83.0

73.0 82.0

71.5

81.0

70.5

70.5

70.5

71.0

1  世界経済見通し2025年7月改訂版：「不確実性続く中、レジリエンス希薄」ウェ
ブサイト： www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2025/07/29/
world-economic-outlook-update-july-2025

非常に楽観的
やや楽観的
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半数を超えるCEO（57%）が、地政学的・経済的不確実性は1年以
上続くと予想しており、さらに約4分の1（24%）は、3年以上続くと
予想しています。

こうした調査結果から、多くのCEOが、地政学的リスクやマクロ経済、
貿易を巡る外部環境について、楽観視していないことがうかがえま
す。もっとも、これは単なる悲観的な姿勢を示すものではなく、関心
の対象が外部リスクから、内部リスクへと移っていることを示唆して
いると考えられます。実際、2025年5月期の調査結果と比較すると、
CEOの間では、テクノロジーによる混乱やAIの導入、人材マネジメン
トやイノベーションといった、より自社でコントロール可能な領域を、
成長を脅かす主要なリスクとして捉える傾向が強まっています。

EYは、企業を取り巻く新たな環境を「NAVIワールド」と称し、「メガ
トレンドレポート」で詳しく解説しています。NAVIワールドとは、非線
形性、加速性、変動性、そして相互接続性によって特徴づけられるビ
ジネス環境です。こうしたビジネス環境下では、変化は、もはや予想
可能なパターン通りに訪れることはなく、かつてないスピードで展開
し、予期せぬ波のように押し寄せます。さらに、さまざまな領域や仕
組みがこれまでにない形で相互に影響し合うため、企業には全く新し
い発想や、これまでにない経営・思考・リーダーシップのあり方が求
められます。

テクノロジー、人材の確保、イノベーションという3つの要素は、企業
が成長を加速させる上で互いに深く関わり合っています。テクノロ
ジーの進化は、効率化や事業拡大の新たな可能性をもたらしますが、
一方でその真価を享受するためには高度なスキルを持つ人材が欠
かせません。同時に、多様性と柔軟性を備えた人材は、イノベーショ
ンを推進するために必要な創造力の源となり、イノベーション自体も
また、テクノロジーの活用方法を進化させ、ビジネス課題の解決に新
たな道を開きます。この3要素が戦略的に組み合わさることで、企業
は新たなビジネスモデルを創出し、迅速な成長と持続的な競争力を
実現できます。さらに、これらの要素は互いに連動し、いずれか1つ
の分野での進展が他の分野の推進力となるような好循環を生み出し
ます。

変動の激しい環境で持続的に成功するに
は、継続的な変革が不可欠である
いかなる変革においても、何を変えるべきかを明確に見極めることが
最初のステップであり、その際に、何を残し、何を手放すかについて、
思い切った決断を行う必要があります。

本調査結果で、こうした決断に不可欠な主体的なマインドセットを持
つCEOの姿勢が明らかになっており、事業ポートフォリオの変革に対
する強い意欲は、その姿勢を端的に示すものと言えるでしょう。

今後12カ月における、貴社のポートフォリオ変革の取り 
組みとして最も当てはまるものは、次のうちどれですか？

回答者は、複数の選択肢から1つだけを選択して回答。

Q

大規模なポートフォリオ 
変革の規模を縮小する

ポートフォリオ変革を 
計画していない

ここ数年と同程度の 
変革を継続する

投資を拡大してポート 
フォリオ変革を加速する

世界全体 北・中・南米
アジア・ 
パシフィック 欧州

46%

大規模なポートフォリオ 
変革を一旦停止する

39%

8%

47%

56%

36%

6%6%

55%

34%

4%

2% 2%3%

1% 1% 1%0%

1%

52%

57%
のCEOが、地政学的・経済的に 
不安定な状況は少なくとも 
今後1年以上続くと予想している。

1 テクノロジーによる混乱および 
AI導入に伴うリスク

2 人件費の高騰と 
人材確保の制約

3 イノベーション推進力および 
インフラの制約

4  地政学的緊張 
（紛争や政治的不安定など） 

5 サプライチェーンの脆弱性 
および物流上の制約

今後12カ月間において、企業が 
財務目標の達成に向けて直面する 
可能性のある課題トップ5：

https://www.ey.com/en_gl/megatrends/what-if-disruption-is-not-the-challenge-but-the-chance
https://www.ey.com/en_gl/megatrends/what-if-disruption-is-not-the-challenge-but-the-chance
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ポートフォリオの構成や枠組みを見直すに至った主な動機
は何ですか？

回答者は、複数の選択肢から1つだけ選択して回答。この図表は、ポートフォリオ
変革を加速するために投資を拡大したCEO、および過去数年と同程度の変革を
継続しているCEOの回答を基に作成されています。また、CEOが挙げた主要な
動機の上位5つを示しています。

Q

業界における 
テクノロジーによる 

混乱への対応

機動性の高い 
業務モデルの 
構築に向けた、 

組織の複雑さの軽減

短期的な業績よりも 
長期的価値の創造

財務パフォーマンスの 
改善

世界全体 北・中・南米
アジア・ 
パシフィック 欧州

競争力の源となる 
中核的能力の強化

30%

10%

49%

9%

9%

9%

9%

18%

8%

8%

8% 7%7%

14%

43%

13% 12%

12%

12%

41%
世界全体では、CEOの半数以上（52%）が、ポートフォリオ変革を加
速するために投資の拡大を計画しています。これは、市場や顧客の
期待の変化に適応することが、もはや選択肢ではなく、成長に不可
欠な要件であるという認識の広がりを反映しています。今や、変革
の目的は、コスト削減や業務効率化にとどまりません。企業は、ビジ
ネスモデルの再構築、新市場への参入、最新技術の活用などを通じ
て、持続可能な競争優位性の創出を目指しています。多くのCEO
が、リソースの再配分や新たな機会への投資を行うことで、他社に先
んじて成長を実現し、将来に対応する組織づくりを進めようとしてい
ます。

一方で、CEOの39%は、過去数年の傾向に沿った水準で投資を維持
する意向を示しています。これは、変革が短期的な施策ではなく、部
門レベルから全社規模に至るまで、継続的に取り組むべきテーマとし
て捉えられていることを物語っています。安定的に投資を継続でき
れば、企業は変革の勢いを途切れさせることなく、戦略的な優先事
項に応じたペースで、試行錯誤しながら、イノベーションを着実に進
めていくことができます。

これらの数字から見えてくるのは、CEOの圧倒的多数が、価値創出
を目指す中で、変革を企業戦略の恒常的な要素と捉えているという
ことです。その上で、変革を加速するにせよ、現状のペースを維持す
るにせよ、CEOは、自社のあり方を再構築する「自信」と、それを実
現する「能力」が、長期的な成功の鍵であることを理解しています。

さらに、事業ポートフォリオの変革は、長期的な変革目標を達成する
ための資金調達戦略を支える重要な柱になります。実際、CEOの
41%が、自社の財務パフォーマンスの改善を目指して事業ポートフォ
リオの見直しを進めています。その成果は、継続的な変革を支える
上で望ましい資金調達手段の実現につながります。

52%
のCEOが、ポートフォリオ 
変革を加速するために、 
投資の拡大を計画している。

41%
のCEOが、自社の財務 
パフォーマンスの改善を 
目指して、ポートフォリオの
見直しを進めている。

ポートフォリオ戦略を見直す主な動機として、次に多く挙げられたの
は、「短期的な業績よりも長期的価値の創造」でした。CEOには、短
期的な財務成果と長期的価値創造の両方をバランスよく追及するこ
とが求められます。確かに、短期的な不確実性に適切に対応すること
は、企業の回復力を高める上で重要です。しかし、目先の成果のみに
偏ると、持続可能な成長を損なう恐れがあります。一方で、長期的な
戦略は、信頼の構築、ステークホルダーとの関係強化、持続的な競争
力の確保につながります。これにより、企業は、目先の市場の変動や
混乱に左右されることなく、将来にわたって成長を遂げることが可能
になります。

前述のとおり、CEOは、変動の激しい外部環境の中にあっても、可
能な限り、自社の未来を主体的に方向づけようとしています。実際、
CEOの59%が、変革に必要な資金を、財務パフォーマンスの改善や
マージンの向上によって確保しようとしています。さらに21%が既存
株主からの資金調達を検討しており、16%は借り入れによる資金調達
を視野に入れています。一方で、資産売却によって資金を確保すると
したCEOは、わずか4%にとどまりました。
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戦略的な問い
自社の事業ポートフォリオのう
ち、将来にわたって競争力を維
持できるのはどれか。新たな成
長機会を捉えるためには、資本
をどこに思い切って振り向ける
べきか。

推奨行動：
 � 定期的に事業ポートフォリオの
回復力を評価し、業績が振るわ
ない事業や非中核資産を特定
する。

 � 顧客ニーズの変化や新興技術に
合致する分野には、重点的に投
資する。

 � レガシー資産の売却も視野に入
れつつ、高成長が見込まれる領
域へ迅速に資本を再配分する。

戦略的な問い 
短期的な業績と長期的価値創
出のバランスは、競争力を維持
する上で適切か。

推奨行動：
 � 四半期ごとの業績だけでなく、イ
ノベーションの進捗、顧客の生
涯価値、ESG（環境・社会・ガバ
ナンス）への影響など、長期的
価値を生み出す要素も測定でき
る指標を設定する。

 � 長期的な投資の意義について、
投資家やステークホルダーに対
して率直かつ継続的に情報を共
有する。

 � 経営陣の報酬は、短期的な利益
だけでなく、持続可能な成長も
評価軸に含めて設計する。

戦略的な問い 
継続的な変革を支える資金調達
を、回復力を高めつつ、自社の
未来を自らの手で確実にコント
ロールできる形で実現するには
どうすればよいか。

推奨行動：
 � 業務改善やマージン拡大など、
内部資源の活用を通じて変革資
金を優先的に確保する。

 � 成長を戦略的に加速するため
に、株主支援や協業を最大限に
活用できる領域を見極める。

 � 長期的な柔軟性と自立性を高め
る場合に限り、借り入れや外部
資金を活用する。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3



7  |  EY-Parthenon CEO Outlook調査 ̶ 2025年9月期

ローカライゼーションは 
新たなグローバル戦略となるのか2
ローカライゼーション（現地化）は、グローバルな展開力と地域ごとの
機動力を両立させながら、規制・経済的要請・消費者ニーズに対応
する新たな長期戦略として注目が高まっています。
グローバリゼーションの常識は今、貿易・関
税摩擦や地政学的ショックの影響で揺らぎ始
めており、CEOはもはやその安定を待つこと
なく、すでに動き始めています。かつては理
想とされていた、グローバル依存の一極集中
型サプライチェーンモデルは、現在ではその
脆弱性が露呈しています。これに対する、企
業の対応は明確です。多くの企業が、生産や
調達の一部を現地化または地域化する方向
へとかじを切っています。それは決して後退
ではなく、変化する外部圧力への現実的な対
応なのです。

こうした動きの背景には、サプライチェーン
の迅速化や回復力の強化、顧客サービスの
効率化を図るとともに、コストや政策的制約
の軽減を目指すという狙いがあります。もち
ろん、現地化がすべての企業にとって最適な
解とは限りません。完全な現地化は、実現が
困難であったり、費用対効果に見合わなかっ
たり、そもそも必要性がない場合もありま
す。そうした企業は、グローバルな展開力と
地域ごとの機動力を両立させる「ハイブリッ
ド型」のアプローチを選択することになるで
しょう。

それでも、CEOの約75%が、販売国におけ
る生産の一部をすでに現地化しているか、現
地化に向けた対応を進めています。また、半
数を超える企業が、特定の地域ブロックに対
応する形でサプライチェーンの再編に着手し
ているか、すでに再編を終えています。

関税・貿易交渉などの地政学的動向への対応として、貴社では現地化や地域化に向けた取り組みを進めている、または検討して
いますか？

回答者は、各施策について、複数の選択肢から1つだけを選択して回答。

注：「現地化」とは、国単位でのローカルサプライチェーン化。地産地消の考えに基づきサプライチェーンを構築する戦略を指します。 
「地域化」とは、地域単位でのサプライチェーン化。特定の地域ブロック（例：ASEAN、EU、北米など）において、複数国間でサプライチェーンを構築する戦略を指します。

Q

現地化

地域化

38% 48% 31% 32%
21% 29% 14% 16%

実施済みである

世界全体 北・中・南米 アジア・パシフィック 欧州

35% 34% 36% 34%
36% 31% 38% 38%

現在、実施中である

13% 12% 16% 13%
30% 26% 31% 36%

実施することが確定している

11% 9% 15% 12%
7% 5% 11% 7%選択肢を積極的に 

検討しているが、 
まだ決定には至っていない

5% 3% 3% 9%
2% 1% 3% 1%

社内で議論はされたが、 
実施の予定はない

1% 1% 1% 1%
1% 1% 1% 1%検討していない／ 

自社には該当しない

https://www.ey.com/en_gl/insights/consulting/how-the-great-supply-chain-reset-is-unfolding
https://www.ey.com/en_gl/insights/consulting/how-the-great-supply-chain-reset-is-unfolding
https://www.ey.com/en_gl/insights/consulting/how-the-great-supply-chain-reset-is-unfolding
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現地化・地域化戦略を推進するCEOが増え
ている背景には、ビジネス環境において、回
復力・信頼・透明性の重要性が一段と高まっ
ていることも、要因として挙げられます。事
業の現地化は、サプライチェーンの安定化の
みならず、政府・規制当局・地域社会との関
係強化にも寄与します。現在、多くの市場で、
企業に対して、国内経済への貢献や雇用創
出、地域の持続可能性目標への対応を求め
る動きが強まっています。現地に根差した取
り組みを進めることで、企業は地域社会との
信頼関係を築き、企業イメージを高めるとと
もに、地域開発への貢献者としての評価を得
ることができます。

本調査では、企業の72%が、現地化・地域
化を関税や貿易報道への短期的な対応では
なく、長期的かつ戦略的な取り組みと位置付
けています。きっかけは最近の世界情勢です
が、企業の戦略は、新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）のパンデミックによる構造
的な衝撃を契機に、反応的なものから、戦略
的かつ長期的なものへと進化を遂げつつあ
ります。今後、これに逆行するような新たな
衝撃的事象が発生しない限り、こうしたアプ
ローチは、グローバル企業の新たなモデルと
して定着していく可能性が高いです。

74%
の企業が、現地化を実施済み、 
または実施中である。一方 
地域化については、その割合が 
56%に達している。

27% 28% 24% 28%
36% 34% 32% 42%

当面のリスクに対応するための短期的な戦術調整

世界全体 北・中・南米
アジア・ 
パシフィック

欧州

現地化
地域化

72% 72% 75% 71%
63% 66% 68% 57%

長期的な戦略転換

世界全体 北・中・南米
アジア・ 
パシフィック

欧州

現地化
地域化

貴社にとって、現地化または地域化は、長期的な戦略転換ですか、それとも短期的な戦術調整ですか？

回答者は、各施策について、複数の選択肢から1つだけを選択して回答。この図表は、現地化または地域化を実施済み、あるいは実施が確定しているCEOの回答を基に作成さ
れています。

注：「現地化」とは、国単位でのローカルサプライチェーン化。地産地消の考えに基づきサプライチェーンを構築する戦略を指します。 
「地域化」とは、地域単位でのサプライチェーン化。特定の地域ブロック（例：ASEAN、EU、北米など）において、複数国間でサプライチェーンを構築する戦略を指します。

Q

0+0+0+63+720+0+0+66+720+0+0+68+750+0+0+57+710+0+0+36+270+0+0+34+280+0+0+32+240+0+0+42+28
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現地化・地域化において、CEOが最も力を
入れている分野は、テクノロジー／データで
す。これには、複数の要因が背景にあります。
まず、自動化、AI、そしてデジタルプラット
フォームの進展により、地域単位の小規模な
運営でも効率性を実現できるようになりまし
た。その結果、生産性を担保した、従来の中
央集約型のグローバル体制からの移行が現
実的な選択肢となっています。また、消費者
との距離が近くなることで、文化的嗜好や市
場環境に即した製品・サービスを提供しやす
くなり、競争力の強化が期待されます。そし
て、多くの政府が自国のデジタル主権を強化
する政策を打ち出していることから、企業は

貴社では、どの業務分野で現地化・地域化を進めていますか？

回答者は、現地化あるいは地域化を進めている分野について、それぞれ選択肢から回答を選択。この図表は、現地化または地域化を実施済み、あるいは実施が確定している
CEOの回答を基に作成されています。

注：「現地化」とは、国単位でのローカルサプライチェーン化。地産地消の考えに基づきサプライチェーンを構築する戦略を指します。 
「地域化」とは、地域単位でのサプライチェーン化。特定の地域ブロック（例：ASEAN、EU、北米など）において、複数国間でサプライチェーンを構築する戦略を指します。

Q

現地化

地域化

41% 40% 43%
44% 42% 49%

テクノロジー／データ

世界全体 北・中・南米 アジア・パシフィック 欧州

42%
41%

39% 40% 32%
39% 43% 35%

オペレーション／ 
サプライチェーン

46%
37%

31% 32% 34%
34% 32% 38%

営業／マーケティング
28%
32%

38% 39% 32%
40% 39% 42%

研究開発
41%
39%

36% 36% 36%
37% 33% 42%人材／ガバナンス／ 

リーダーシップ 35%
37%

32% 32% 29%
29% 29% 27%財務／税務／法務／ 

コンプライアンス 37%
33%

現地化・地域化を進めるに当たり、規制への
対応が求められており、テクノロジー／デー
タ分野への注力が欠かせません。

端的に言えば、現地化と地域化の動きは、グ
ローバリゼーションを1つの統合システムと
して捉えるのではなく、つながりを持ちなが
らも異なる市場の集合体として捉える方向
へと、戦略的に変化していることを示してい
ます。こうした流れの中で、多くのCEOが、
グローバルな視野を保ちつつ、現地市場へ
の注力が安定と成長の両立に欠かせないと
考えるようになっています。

41%
の世界のCEOが、テクノロジー／ 
データの分野で現地化を進めており、
地域化も44%に達している。

https://www.ey.com/ja_jp/insights/geostrategy/2025-geostrategic-outlook
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最近の地政学的な動向に対応するための現地化・地域化
戦略の一環として、今後注力を強めようと考えている市場
はどこですか？

回答者は、 最大で2つの国または地域を選択。この図表は、現地化または地域
化を実施済み、あるいは実施が確定しているCEOの回答を基に作成されてい
ます。

また、CEOがどの国・地域に注力する意向があるのか、その傾向を示していま
す。各国・地域で注力を強める予定の回答者の割合から、事業縮小を予定して
いる回答者の割合を差し引いて、算出しています。

Q

オースト 
ラリア

59% オセアニア 
43% 米国

所属国 第1注力市場
第2注力市場

カナダ 67% カナダ 
22% 米国

中国 71% 中華圏 
17% ロシア

フランス 88% 西ヨーロッパ 
47% 米国

イタリア
48% 南ヨーロッパ

44% 米国

メキシコ 92% メキシコ 
42% 米国

英国 66% 英国
20% 米国

米国 89% 米国 
6% 英国

韓国 96% 北東アジア
27% 米国

シンガポール 27% 米国 
22% 東南アジア

日本 26% 米国 
17% カナダ

ドイツ 61% 西ヨーロッパ 
39% US

インド 71% 南アジア 
42% 米国

ブラジル 66% ラテンアメリカおよび 
カリブ海地域36% 米国

CEOによるグローバル再編で、米国が
戦略の中心に
CEOの現地化戦略を分析した結果、米国が注力市場として注目され
ていることが明らかになりました。米国は長年にわたり魅力的な市場
であり、グローバル企業のCEOにとって常に優先度の高い地域とさ
れてきました。同国は、依然として世界最大の経済規模と消費市場
を有しており、その存在感は今なお揺るぎないものとなっています。
とはいえ、ほとんどの企業にとって、自国市場が第1の選択肢である
ことは言うまでもありません。しかし、多くの場合、次に目が向けられ
るのは米国です。

多くのCEOが、米国での事業の現地化を戦略上不可欠なものと捉
え始めています。そこには、「in China, for China（中国で、中国
のために）」という広く浸透したモデルから得られた教訓が根底にあ
ります。このモデルは、企業が中国市場に特化したサプライチェーン
や製品設計、流通体制を構築する必要性を認識したことから生まれ、
輸入への依存を減らし、地政学的リスクから自社を守るための手段と
して、多くの企業が採用してきました。そして今、同様の考え方が米
国市場に対しても広がりを見せています。こうした背景には、地政学
的な緊張や関税・貿易摩擦の激化、企業の回復力に対する関心の高
まりなどを受け、CEOは、自社の事業運営のあり方や拠点の選定を
根本から見直す必要性に迫られているという現状があります。

米国における事業体制の強化は、多くの企業にとって、外的ショック
への備えとなるだけでなく、国内産業の振興や雇用創出を求める政
治的な要請、さらには消費者の期待に応える手段となります。

CEOの間では、米国の新政権の動向に適応する動きが広がってお
り、貿易や規制などの政策議論において、同国での投資や雇用創出
を中心に据える傾向が高まっています。雇用と投資分野への注力は、
ここ数年にわたって、ビジネスと政策の関係において繰り返し見られ
る特徴となっています。

かつて、中国で企業が顧客や規制当局との距離を縮めるために現地
化を進めてきたように、米国を重視した現地化も、効率性と安全保障
の両立を図る手段として注目を集めつつあります。本質的には、「米
国で、米国のために」という新たな戦略は、過去10年間に中国市場
で企業戦略を方向づけてきた現実的な戦略判断と同様の合理的な
思考に基づいています。もっとも、現時点ではこうした動きの多くは
計画段階や発表にとどまっています。数カ月から数年後には、「米国
で、米国のために」という戦略がどれほど本格的なものになっていく
のか、その実態が明らかになっていくでしょう。

事業の現地化・地域化に向けた戦略的な取り組みには、短期的には
コストの増加や業務上の課題がつきものです。そのため、本調査で
も、事業や業務分野を全面的に移管したという企業はごく少数にとど
まっています。現地化や地域化の影響を見極めるに当たり、CEOは、
将来的に生じ得るコストと利益を理解するために、以下の問いを自ら
に投げかける必要があるでしょう。
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戦略的な問い  
効率性を損なわずに回復力を
強化するには、自社のバリュー
チェーン内のどの部分を現地
化・地域化すればよいか。

推奨行動：
 � 重要な依存関係を洗い出し、地
政学的リスクや関税摩擦、政策
変更などに対する脆弱性を評価
する。

 � 生産活動のうち、コストへの影
響を最小限に抑えながら現地化
または地域移管が可能な要素を
特定する。

 � グローバルな展開力と地域単
位の機動力を兼ね備えたハイブ
リッド型のサプライチェーンモデ
ルを構築する。

戦略的な問い 
政府・規制当局・地域社会との関
係を強化し、顧客からの信頼を高
めるには現地化をどう進めればよ
いか。

推奨行動：
 � 地域雇用と持続可能性に貢献する
現地事業に投資する。

 � 文化的な嗜好や規制要件を踏ま
えた地域別戦略を策定し、地政学
的リスクと機会の評価およびそれ
らへの対応に特化した枠組みや専
門チームを設置する。

 � 現地化の取り組みを、単なるコス
ト対策ではなく、地域の発展と回
復力の強化に寄与するものとして
位置付ける。

戦略的な問い 
自国市場、米国市場、その他の
戦略的拠点のうち、どの市場を
優先して現地化を深く進めるべ
きか。また、短期的なコスト負担
と長期的な競争力の確保を、い
かにして両立させるか。

推奨行動：
 � 主要市場での現地化を、一時的
な対応ではなく、戦略的な転換と
して位置付ける。

 � 自動化やAI、データプラット
フォームなどのテクノロジーを活
用し、地域レベルでの業務効率
化を実現する。

 � 短期的なコスト増加は、長期的な
安定・成長・規制対応への投資
と捉える。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3
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変革を伴う成長を目指すCEOの間で、
M&Aが活発化3
規制当局による監視の強化やイノベーションコストの増大を背景に、
俊敏な成長の道筋を模索するCEOの間で、戦略的提携やジョイント
ベンチャーが注目を集めています。
2025年のビジネス界では、M&Aが静かに活況を呈しています。関
税摩擦や貿易紛争、地政学的な変動に注目が集まっているため、大々
的に報じられることは少ないものの、実際にはM&A市場は着実に加
速しています。CEOは2024年を大きく上回るスピードで事業ポー
トフォリオの再構築を進めており、M&Aを通じて、長期的な変革へ
の確信と自信を新たにし、より明確な戦略的方向性を打ち出してい
ます。

現在のM&A市場において注目すべきもう1つの傾向は、取引の平
均額が増加していることです。

2025年1月～8月の世界の月別M&A取引額 
（2024年の同月との比較）

出典：EY InsightsおよびDealogic 
※取引件数は、取引額が開示されている案件に基づいています。
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今回のCEO調査によると、M&A市場は今後数カ月にわたって好調な
状況が続くと見込まれます。一方で、今後12カ月以内にダイベストメ
ント（事業売却）を検討していると回答したCEOの割合はわずかに減
少しましたが、2025年にはこの分野で大きな発表がある可能性もあ
ります。実際、すでに多くの企業が、事業の簡素化を目的とした取引
を発表しており、これにより分社化された企業がそれぞれの市場でよ
り競争力を発揮できるようにすることを目指しています。こうした動
きは、今後、特に消費財や工業のセクターでさらに広がる可能性があ
ります。
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M&Aの補完として、協業が企業成長の
主流となる時代の到来か
従来のM&Aに伴う財務的・業務的な負担を避けつつ成長を目指す
手段として、CEOの間ではジョイントベンチャー（JV）や戦略的提携
を活用する動きが広がっています。そうした背景には、規制当局によ
る取引の監視が強まっているという現状があります。このような環境
下で、多くのCEOが、パートナーシップ（協業）を、「迅速に動き、協
業の可能性を試し、完全な所有権を伴わずに新たな市場や技術にア
クセスするための手段」として捉えています。中でも、戦略的提携は、
買収とは異なり、リスクを分担し、専門知識を持ち寄りながら、企業文
化を維持することができるため、機動力が高まり、従業員や顧客への
影響も最小限に抑えられます。

技術革新と規模の経済が競争力の源となる工業セクターでは、こうし
た協業モデルの採用が特に進んでいます。例えば、テクノロジーや半
導体分野では、研究開発費の高騰や先端計算能力を巡る国際競争の
激化により、企業間の協業が加速しています。戦略的提携を結ぶこと
で、企業は、新しい半導体の開発を加速し、限られた製造能力へのア
クセスを共有し、次世代の標準規格にも対応できます。さらに、合併
審査に伴う遅延や不確実性を回避できるというメリットもあります。
一方、クリーンエネルギー分野では、水素、炭素回収、蓄電池などの
事業領域でJVが急増しています。その背景には、これらの事業にお
いて初期投資の負担が非常に大きく、公共補助金や共有インフラへ
の依存度も高いという事情があります。この分野における協業は、初
期コストを分担し、政府支援の活用機会を広げるとともに、リスクの
分散にも寄与します。

ライフサイエンス分野でも、戦略的提携が活発化しています。医薬
品の開発には長い年月と莫大な費用がかかる上、成功の保証もあり
ません。そのため、共同開発契約の締結は魅力的な選択肢となって
います。協業を通じて、製薬会社とバイオテクノロジー企業は、研究
パイプラインを共有し、臨床試験を迅速に進めることができます。ま
た、プロジェクトが失敗した場合でも、財務的な負担を抑えることがで
きます。自動車業界もまた、電気自動車やソフトウェアプラットフォー
ムなどの領域で、戦略的提携に意欲的です、こうした背景には、自動
車メーカーが新技術の開発コストを分散させ、サプライチェーンの安
定確保を図るという狙いがあります。買収ではなく協業という形を選
ぶことで、CEOはイノベーション、回復力、成長を追求しつつ、将来の
選択肢を柔軟に確保することができます。

テクノロジー、金融サービス、ライフサイエンスの分野では、すでに
2025年を通じてM&Aが活発に展開されています。買収対象国とし
ては米国が最も多く、また中国でのM&Aの回復が世界全体の取引
件数を押し上げています。英国、日本、カナダもまた、注目度の高い
買収対象国となっています。

このようにM&Aが活発化する中で、CEOは戦略的に企業の成長を
左右するようなディールに関心を示しており、その姿勢は、今後12カ
月間のM&A戦略に色濃く表れています。こうしたディールの意思決
定は、成長を最優先する方針に基づいており、企業の変革戦略とも方
向性が一致しています。

今後12カ月間の買収戦略において、貴社が最も重視して 
いる目的は何ですか？

回答者は、複数の選択肢から最大2つ選択して回答。この図表は、今後12カ月
間にM&Aの取り組みを積極的に進める意向を示したCEOの回答が含まれてい
ます。

Q

48%

26%

27%

28%

35%

34%

41%

技術や知的財産の獲得を目的とした買収

新たな市場や収益機会の獲得を 
目的とした買収

事業の大幅な拡大と効率性の向上を 
図るための大規模な買収

自社にない能力の獲得を目的とした 
補完的な買収

中核事業の拡大を目的とした 
類似事業の買収

バリューチェーンの主導権強化を目的とした 
サプライヤーあるいは流通業者の買収

M&A
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21 3
戦略的な問い 
自社のM&Aや事業売却は、ポー
トフォリオ戦略を強化し変革を加
速する手段であるか。それとも、
単に規模の拡大を目指すものな
のか。

推奨行動：
 � 新市場への参入、新たなケイパビ
リティの獲得、デジタル分野での
リーダーシップの確立といった長
期的な変革目標の達成につながる
ディールを優先的に進める。

 � 事業売却を戦略的に進めることで、
注力領域を明確にし、コア事業の競
争力を高める。

 � ポートフォリオを定期的に検証し、
資本と経営陣の注力が、成長をけ
ん引する領域に的確に向けられて
いるか確認する。

戦略的な問い 
回復力を備えた成長を実現する
には、どのような場合に買収を選
び、どのような場合に戦略的提携
あるいはJVを選べばよいか。

推奨行動：
 � AI、半導体、クリーンエネルギー、
ライフサイエンスといったイノ
ベーション主導型の分野に、迅速
かつ既存事業への影響を抑えな
がら参入する手段として、戦略的
提携の活用を検討する。

 � 柔軟性、リスクの共有、文化的自
律性を可能にする提携の枠組みを
構築する。

 � 規制動向を注視し、規制当局によ
る取引差し止めを受けるリスクを
避ける成長戦略を設計する。

戦略的な問い 
変動の激しい環境を成長の妨げ
と見ているのか、それとも思い
切った変革を通じて混乱を乗り
越える好機と見ているのか。

推奨行動：
 � 地政学的・規制的・技術的な混
乱を、変革の障壁ではなく、変革
の推進要因として捉える。

 � 俊敏さと決断力を兼ね備えた
リーダーシップの育成に投資
する。

 � 買収・提携・事業売却が、企業
の持続的な競争優位の構築にど
う貢献するのかを、ステークホル
ダーに分かりやすく伝える。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項
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2025年9月期の「EY-Parthenon CEO Outlook調査」により、多くの
CEOが、変動の激しい環境を成長の妨げではなく、むしろ好機と捉えて
いることが明らかになりました。こうした視点の変化は、リーダーシップ
の新時代の到来を物語っています。これらのCEOは安定を待つのでは
なく、混乱の中でこそ競争力を発揮できるよう、俊敏性・革新性・連携
力を備えた組織づくりを進めています。成長戦略においても、大規模な
買収に代わって、戦略的提携やJV、選択的な投資が重視されるように
なっており、現実的な方向への戦略転換が進んでいます。そうした環境
下で、果敢なCEOは、混乱を好機へと転換し、組織全体に前向きな文化
を浸透させています。こうしたアプローチは、先進的なリーダーとして
の存在感を際立たせています。彼らは未来像を描き直し、果断に行動す
る中で、成長のルールそのものを再定義しようとしています。このよう
なリーダーシップは、不確実な時代において、組織の回復力、創造性、そ
して長期的な競争力を支える確かな基盤の確立につながります。 
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2025年9月期CEO Outlook調査について
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ング部門であるFT Longitudeに委託し、2025年の8月、世界各国・
地域の大手企業のCEO1,200人を対象に匿名のオンライン調査を
実施しました。本調査は、世界の主要企業に影響を与える重要なトレ
ンドや動向、ならびに将来の成長と長期的価値創造に対するCEOの
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ギー、ルクセンブルク、オランダ、フランス、ドイツ、イタリア、デンマー
ク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン、英国、オーストラリア、中国、
インド、日本、シンガポール、韓国）、5つのセクター（消費財・ヘルスケ
ア、金融サービス、工業・エネルギー、インフラ、TMT〈テクノロジー、
メディア・エンターテインメント、テレコム〉）にわたります。調査対象
企業の年間の全世界売上高構成は、5億米ドル未満（20%）、5億以上

9億9,999万米ドル以下（21%）、10億米ドル以上49億9,999万米
ドル以下（29%）、50億米ドル以上（30%）です。

CEOコンフィデンス指標は、EY-Parthenon CEO Outlook調査の
一環で収集したデータを基に、マクロ経済環境や企業業績の見通しに
対するCEOの意識を定量化したものです。調査に参加したCEOは、
15の項目に対する見通しを、「非常に悲観的」（0）から「非常に楽観的」
（100）までの5段階で評価しました。これらの回答は、「セクターの
成長」「物価とインフレ」「企業の成長」「人材」「投資とテクノロジー」
という5つのテーマグループに分類されました。指標の値が高いほど、
経済や自社ビジネスの見通しに対して楽観的な見方が強くなります。
指標100は、極めて楽観的であり、50は中立的、0は極めて悲観的で
あるということを示しています。
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